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新  旧  対  照  表 

（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

 

改 正 後 改 正 前 

  

《省略用語例》 

この通達において使用した省略用語は、それぞれ次に掲げる法令を示す。 

措置法……………租税特別措置法（昭和32年法律第26号） 

措置法令…………租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号） 

措置法規則………租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号） 

 

（同左） 

目□□□次 目□□□次 

  

〔措置法第70条の７の５⦅医療法人の持分に係る経済的利益についての贈与税の納税猶予及び免除⦆

関係〕 

（新設） 

70の７の５－１ 持分の放棄があった日の意義 （新設） 

70の７の５－２ 経済的利益の価額 （新設） 

70の７の５－３ 贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合 （新設） 

70の７の５－４ 受贈者が贈与税の申告期限前に死亡した場合 （新設） 

70の７の５－５ 修正申告等に係る贈与税額の納税猶予 （新設） 

70の７の５－６ 担保の提供等 （新設） 

70の７の５－７ 贈与税の額に相当する担保 （新設） 

70の７の５－８ 担保提供する認定医療法人の持分の全ての意義 （新設） 

70の７の５－９ 贈与者又は認定医療法人が２以上ある場合の納税猶予分の贈与税額の計算 （新設） 

70の７の５－10 相続時精算課税適用者等に係る贈与税の納税猶予 （新設） 

70の７の５－11 申告期限前に払戻し等が行われた場合 （新設） 

70の７の５－12 払戻しを受けた日の意義 （新設） 

70の７の５－13 譲渡をした日の意義 （新設） 

70の７の５－14 新医療法人への移行をしなかった場合の意義 （新設） 

70の７の５－15 解散をした場合等の意義 （新設） 

70の７の５－16 合併により消滅した日の意義 （新設） 

70の７の５－17 基金拠出型医療法人への移行をする場合の確定税額の計算 （新設） 

70の７の５－18 担保財産の変更等が行われた場合のみなす充足 （新設） 
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70の７の５－19 増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ （新設） 

70の７の５－20 ２以上の認定医療法人がある場合等の担保の取扱い （新設） 

70の７の５－21 納付義務を承継した者に対する措置法第70条の７の５第１項の規定の適用 （新設） 

〔措置法第 70 条の７の６⦅医療法人の持分に係る経済的利益についての贈与税の税額控除⦆関係〕 （新設） 

70の７の６－１ 70の７の５関係通達の準用 （新設） 

70の７の６－２ 贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合 （新設） 

70の７の６－３ 受贈者が贈与税の申告期限前に死亡した場合 （新設） 

70の７の６－４ 基金拠出型医療法人への移行をする場合の放棄相当贈与税額の計算 （新設） 

〔措置法第70条の７の７⦅個人の死亡に伴い贈与又は遺贈があったものとみなされる場合の特例⦆

関係〕 

（新設） 

70の７の７－１ 経済的利益に係る相続税法第９条本文の規定の適用 （新設） 

70の７の７－２ 放棄の時期 （新設） 

〔措置法第70条の７の８⦅医療法人の持分についての相続税の納税猶予及び免除⦆関係〕 （新設） 

70の７の８－１ 相続人等が相続税の申告期限前に死亡した場合 （新設） 

70の７の８－２ 相次相続控除の算式 （新設） 

70の７の８－３ 修正申告等に係る相続税額の納税猶予 （新設） 

70の７の８－４ 担保の提供等 （新設） 

70の７の８－５ 相続税の額に相当する担保 （新設） 

70の７の８－６ 認定医療法人が２以上ある場合の納税猶予分の相続税額の計算 （新設） 

70の７の８－７ 申告期限前に払戻し等が行われた場合 （新設） 

70の７の８－８ 基金拠出型医療法人への移行をする場合の確定税額の計算 （新設） 

70の７の８－９ 担保提供する認定医療法人の持分の全ての意義 （新設） 

70の７の８－10 担保財産の変更等が行われた場合のみなす充足 （新設） 

70の７の８－11 増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ （新設） 

70の７の８－12 ２以上の認定医療法人がある場合の担保の取扱い （新設） 

70の７の８－13 納付義務を承継した者に対する措置法第70条の７の８第１項の規定の適用 （新設） 

70の７の８－14 70の７の５関係通達の準用 （新設） 

〔措置法第70条の７の９⦅医療法人の持分についての相続税の税額控除⦆関係〕 （新設） 

70の７の９－１ 70の７の８関係通達の準用 （新設） 

70の７の９－２ 基金拠出型医療法人への移行をする場合の放棄相当相続税額の計算 （新設） 
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〔措置法第70条の７の５⦅医療法人の持分に係る経済的利益についての贈与税の納税猶予及び免除⦆

関係〕 

（新設） 

  

（持分の放棄があった日の意義） （新設） 

70の７の５－１ 措置法第70条の７の５第１項に規定する放棄があった日とは、当該放棄が書面に

より行われた場合には、同項に規定する認定医療法人（以下70の７の６－４までにおいて「認定

医療法人」という。）の持分（同条第２項第２号に規定する持分をいう。以下70の７の９－２ま

でにおいて同じ。）を有する個人（以下70の７の５－20までにおいて「贈与者」という。）が当

該書面を認定医療法人に提出した日又は当該書面に記載した放棄の日のいずれか遅い日をいい、

当該放棄が書面によらない場合には、当該放棄に係る持分の処分について、認定医療法人が医療

法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）第60条第３項の規定により厚生労働大臣に提出した同項

第２号に規定する出資持分の状況報告書（以下70の７の５－13までにおいて「出資持分の状況報

告書」という。）に記載された「出資持分の放棄の日」をいうことに留意する。 

 (注) 措置法第70条の７の５第６項及び第11項の認定医療法人の持分の全部又は一部の放棄は、

措置法規則第23条の12の２第３項に定めるところにより、医療法施行規則附則第60条第４項

に規定する出資持分の放棄申出書を認定医療法人に提出してすることに留意する。 

 

  

（経済的利益の価額） （新設） 

70の７の５－２ 措置法第70条の７の５第１項に規定する経済的利益（以下70の７の７－２までに

おいて「経済的利益」という。）の価額とは、贈与者が認定医療法人の持分の全部又は一部の放

棄をしたことにより、当該認定医療法人の持分を有する他の個人（以下70の７の５－21までにお

いて「受贈者」という。）の持分の価額が増加した場合における当該増加した部分に相当する価

額をいうことに留意する。   

 

  

（贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） （新設） 

70の７の５－３ 経済的利益に係る贈与者が、当該経済的利益に係る贈与税の申告書の提出期限

（相続税法第28条第１項又は第２項に規定する期限をいう。以下70の７の７－２までにおいて同

じ。）前に、かつ、受贈者による当該申告書の提出前に死亡した場合における措置法第70条の７

の５第１項の規定の適用については、次に掲げることに留意する。 

⑴ 贈与者が認定医療法人の持分の放棄をした日の属する年に死亡した場合 

 受贈者が贈与者の死亡に係る相続又は遺贈により財産を取得した場合であっても、当該受贈

者が当該贈与者による持分の放棄により受けた経済的利益について同項の規定の適用を受ける

ときには、当該経済的利益については措置法令第 40 条の８の４第 14 項の規定により相続税法
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第 19 条第１項の規定の適用がないことから、同法第 21 条の２第４項の規定の適用もないこと

に留意する。 

⑵ 贈与者が認定医療法人の持分の放棄をした日の属する年の翌年に死亡した場合 

 受贈者が贈与者の死亡に係る相続又は遺贈により財産を取得した場合であっても、当該受贈

者が当該贈与者による持分の放棄により受けた経済的利益について措置法第70条の７の５第１

項の規定の適用を受けるときには、当該経済的利益については措置法令第 40 条の８の４第 14

項の規定により相続税法第 19 条第１項の規定の適用がないことから、当該経済的利益の価額は

相続税の課税価格に加算されないことに留意する。 

(注) 受贈者が、贈与者による持分の放棄により受けた経済的利益について措置法第 70 条の７の

５第１項の規定の適用を受ける場合には、当該贈与者の死亡に係る相続税法第 27 条の規定に

よる相続税の申告書の提出期限において、当該経済的利益に係る贈与税の申告書の提出期限

が到来していないときであっても、当該経済的利益の価額は当該贈与者の死亡に係る相続税

の課税価格に加算されないことに留意する。 

  

（受贈者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） （新設） 

70の７の５－４ 贈与者が認定医療法人の持分の全部又は一部の放棄をしたことにより経済的利

益を受けた受贈者が、当該経済的利益を受けた日の属する年の中途において死亡した場合又は当

該経済的利益に係る贈与税の申告書の提出期限前に当該申告書を提出しないで死亡した場合に

おいて、当該受贈者の相続人（包括受遺者を含む。以下70の７の５－４において同じ。）が当該

経済的利益について措置法第70条の７の５第１項の規定の適用を受ける旨の贈与税の申告書を

提出したとき（同項の規定の適用に係る要件を満たしている場合に限る。）は、当該申告書は、

同項の規定の適用のある申告書であることに留意する。 

 

 この場合において、受贈者の相続人が２人以上あるときには、当該相続人は相続税法第27条第

５項の規定により贈与税の申告書を共同して提出することができる。 

 なお、当該相続人が２人以上ある場合には、各相続人はそれぞれ措置法第70条の７の５第１項

の規定の適用を選択することができることに留意する。 

  

  

（修正申告等に係る贈与税額の納税猶予） （新設） 

70の７の５－５ 措置法第70条の７の５第１項の規定は、経済的利益に係る贈与税についての期限

後申告、修正申告又は更正に係る税額については適用がないことに留意する。 

 ただし、修正申告又は更正があった場合で、当該修正申告又は更正が期限内申告において同項

の規定の適用を受けた経済的利益の価額の算定又は税額計算の誤りのみに基づいてされるとき
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における当該修正申告又は更正により納付すべき贈与税額（附帯税を除く。）については、当初

から同項の規定の適用があることとして取り扱う。 

 この場合において、当該修正申告又は更正により納税猶予を受ける贈与税の本税の額と当該本

税に係る利子税の額に相当する担保については、当該修正申告書の提出の日又は当該更正に係る

通知書が発せられた日の翌日から起算して１月を経過する日までに提供しなければならないこ

ととして取り扱う。 

  

（担保の提供等） （新設） 

70の７の５－６ 措置法第70条の７の５第１項の規定による担保の提供については、国税通則法第

50条から第54条までの規定の適用があることに留意する。 

 

  

（贈与税の額に相当する担保） （新設） 

70の７の５－７ 措置法第70条の７の５第１項に規定する「当該納税猶予分の贈与税額に相当する

担保」とは、納税猶予に係る贈与税の本税の額と当該本税に係る納税猶予期間中の利子税の額と

の合計額に相当する担保をいうことに留意する。 

  なお、この場合の当該本税に係る猶予期間中の利子税の額は、同項の規定の適用に係る贈与税

の申告書の提出期限における認定移行計画（同条第２項第３号に規定する認定移行計画をいう。

以下70の７の８－８までにおいて同じ。）に記載された移行期限（同条第２項第５号に規定する

移行期限をいう。以下70の７の８－８までにおいて同じ。）から２月を経過する日までを納税猶

予期間として計算した額によるものとして取り扱うことに留意する。 

 

  

（担保提供する認定医療法人の持分の全ての意義） （新設） 

70の７の５－８ 措置法第70条の７の５第７項本文に規定する「同項の規定の適用に係る認定医療

法人の持分の全て」とは、認定医療法人の持分は不可分であり、当該持分の一部を担保提供する

ことができないため、受贈者が現に有する当該認定医療法人の持分の全て（既に当該受贈者が同

項本文又は措置法第70条の７の８第７項において準用する措置法第70条の７の５第７項本文の

規定の適用に係る担保として提供している場合における当該持分を含む。）となることに留意す

る。 

 

  

（贈与者又は認定医療法人が２以上ある場合の納税猶予分の贈与税額の計算） （新設） 

70の７の５－９ 措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係る経済的利益に係る贈与者又は

当該経済的利益に係る認定医療法人が２以上ある場合における同項に規定する納税猶予分の贈

与税額（以下70の７の５－21までにおいて「納税猶予分の贈与税額」という。）の計算は、次の
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順序により行うことに留意する。 

１ 措置法令第40条の８の４第５項の規定により、当該経済的利益に係る受贈者がその年中にお

いて同項の規定の適用に係る贈与者による放棄により受けた全ての認定医療法人の経済的利

益の価額の合計額を当該受贈者に係るその年分の贈与税の課税価格とみなして、相続税法第21

条の５及び第21条の７の規定(措置法第70条の２の３及び第70条の２の４の規定を含む。以下

70の７の５－10までにおいて「暦年課税」という。)を適用して納税猶予分の贈与税額を計算

する（措置法令第40条の８の４第４項の規定による100円未満の端数処理は行わない。）。  

２ 措置法令第40条の８の４第６項の規定により、当該経済的利益に係る贈与者及び認定医療法

人の異なるものごとの納税猶予分の贈与税額を計算する（同項の規定による100円未満の端数

処理を行う。）。 

 

３ 上記２により算出されたそれぞれの納税猶予分の贈与税額の合計額が当該受贈者に係る納

税猶予分の贈与税額となる。 

 

  

（相続時精算課税適用者等に係る贈与税の納税猶予） （新設） 

70の７の５－10 措置法第70条の７の５第３項各号に掲げる者が、その者に係る相続税法第21条

の９第５項に規定する特定贈与者（以下70の７の５－10において「特定贈与者」という。）

が認定医療法人の持分の放棄をしたことによる経済的利益について措置法第70条の７の５第１

項の規定の適用を受ける場合には、当該経済的利益に係る贈与税については、暦年課税により計

算することに留意する。 

 なお、同条第３項各号に掲げる者が、当該経済的利益に係る特定贈与者から贈与により取得を

した経済的利益以外の財産に係る贈与税については、相続時精算課税の適用となることに留意す

る。 

  

  

（申告期限前に払戻し等が行われた場合） （新設） 

70の７の５－11 贈与者による認定医療法人の持分の放棄があった日から経済的利益に係る贈与

税の申告書の提出期限までの間に、措置法第70条の７の５第１項の規定の適用を受けようとする

受贈者が、当該認定医療法人の持分に基づき出資額に応じた払戻しを受けた場合又は当該持分の

全部若しくは一部の譲渡をした場合には、同項の規定の適用を受けることができないことに留意

する。 

なお、当該譲渡は、有償又は無償であることを問わないことに留意する。 

 

  

（払戻しを受けた日の意義） （新設） 

70の７の５－12 措置法第70条の７の５第５項第１号に規定する「当該払戻しを受けた日」とは、  
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当該払戻しに係る出資持分の状況報告書に記載された「出資持分の払戻の日」をいうことに留意

する。 

  

（譲渡をした日の意義） （新設） 

70の７の５－13 措置法第70条の７の５第５項第２号に規定する「当該譲渡をした日」とは、同条

第１項の規定の適用に係る認定医療法人の持分の譲渡に係る契約の効力が発生した日をいう。た

だし、認定医療法人の持分について書面によらない譲渡を行った場合には、当該譲渡に係る出資

持分の状況報告書に記載された「出資持分の譲渡の日」をいうことに留意する。 

  なお、当該譲渡は、有償又は無償であることを問わないことに留意する。 

  

 

  

（新医療法人への移行をしなかった場合の意義） （新設） 

70の７の５－14 措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係る認定医療法人の認定移行計画

に記載された移行期限までに、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を

改正する法律（平成18年法律第84号。以下「平成18年医療法等改正法」という。）附則第10条の

２に規定する新医療法人への移行のための定款の変更に係る医療法（昭和23年法律第205号）第

50条第１項の規定による都道府県知事の認可があった場合であっても、当該認可を受けた定款の

変更が施行されていないときには、措置法第70条の７の５第５項第３号に規定する「新医療法人

への移行をしなかった場合」に該当することに留意する。 

 

  

（解散をした場合等の意義） （新設） 

70の７の５－15 措置法第70条の７の５第５項第５号に規定する「解散をした場合」とは、医療法

第55条第１項各号（同項第４号を除く。）に掲げるいずれかの事由が生じた場合をいい、措置法

第70条の７の５第５項第５号に規定する「当該解散をした日」とは、当該事由が生じた日(医療

法第55条第１項第２号又は第３号に掲げる事由による解散の場合にあっては、都道府県知事の認

可を受けた日)をいうことに留意する。 

 

  

（合併により消滅した日の意義） （新設） 

70の７の５－16 措置法第70条の７の５第５項第６号に規定する「当該消滅をした日」とは、医療

法第62条に規定する登記の日をいうことに留意する。 

 

  

（基金拠出型医療法人への移行をする場合の確定税額の計算） （新設） 

70の７の５－17 措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係る認定医療法人が認定移行計画

に記載された移行期限までに同条第２項第６号に規定する基金拠出型医療法人（以下70の７の９
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－２までにおいて「基金拠出型医療法人」という。）への移行をする場合において、同条第１項

の規定の適用を受ける受贈者が有する当該認定医療法人の持分の一部を財務省令で定めるとこ

ろにより放棄し、その残余の部分を当該基金拠出型医療法人の平成18年医療法等改正法附則第10

条の３第２項第１号ハに規定する基金（以下70の７の９－２までにおいて「基金」という。）と

して拠出したときに、措置法第70条の７の５第６項の規定により納税猶予の期限が確定する贈与

税額は、納税猶予分の贈与税額に、次に掲げる割合を乗じて計算することに留意する。 

  なお、これにより算出された金額に100円未満の端数があるとき又はその全額が100円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨て、その切り捨てた金額は、免除されることに留

意する。 

       基金として拠出した金額 － 自己所有持分相当額  

      基金拠出の直前の受贈者の持分の価額 × 納税猶予割合 

 

(注）１ 上記の「自己所有持分相当額」とは、受贈者が認定医療法人の持分の一部を基金とし

て拠出した直前において有していた当該認定医療法人の持分の価額に１から納税猶予割

合を控除した割合を乗じて計算した価額をいう。 

２ 上記の「納税猶予割合」とは、措置法第70条の７の５第１項の規定の適用に係る贈与

者による放棄により受けた経済的利益の価額が当該経済的利益の価額と当該贈与者によ

る放棄の直前において受贈者が有していた当該認定医療法人の持分の価額との合計額に

占める割合をいう。 

  これを算式に示せば次のとおりである。 
 

         贈与者による放棄により受けた経済的利益の価額 

 

 

 

 

（担保財産の変更等が行われた場合のみなす充足） （新設） 

70の７の５－18 措置法第70条の７の５第７項本文の規定は、同条第１項の規定の適用を受けよう

とする場合に受贈者が有する認定医療法人の持分の全てを担保として提供したときに適用され

るものであることから、同項の規定の適用を受けるに当たり認定医療法人の持分以外の財産を担

保として提供したこと等により同条第７項本文の規定が適用されなかった場合又は同項本文の

規定が適用されたものの担保の全部若しくは一部につき変更があったため同項ただし書に該当

した場合には、その後に担保財産の変更を行った結果、認定医療法人の持分の全てを担保提供し

ている状況が生じても、その時点から同項本文の規定が適用されるものではないことに留意す

る。 

 

贈与者による放棄により 

受けた経済的利益の価額 

 

＋ 
贈与者による放棄の直前において受贈者 

が有していた認定医療法人の持分の価額 
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（増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ） （新設） 

70の７の５－19 措置法第70条の７の５第９項の規定により、増担保命令等に応じないため納税猶

予の期限を繰り上げる場合には、担保不足に対応する納税猶予に係る税額だけでなく、納税猶予

分の贈与税額の全額について納税猶予の期限を繰り上げることに留意する。 

 

  

（２以上の認定医療法人がある場合等の担保の取扱い） （新設） 

70の７の５－20 措置法第70条の７の５第１項の規定による贈与者又は認定医療法人が２以上あ

る場合、措置法第70条の７の５第１項に係る担保の提供手続、同条第７項に係るみなす充足の 

取扱い、同条第９項に係る納税猶予の期限の繰上げ及び同条第13項に係る納税猶予税額の承継の

取扱いに当たっては、贈与者又は認定医療法人の異なるものごとの納税猶予分の贈与税額にそれ

ぞれの規定を適用することに留意する。 

 

  

（納付義務を承継した者に対する措置法第70条の７の５第１項の規定の適用） （新設） 

70の７の５－21 措置法第70条の７の５第13項の規定により、受贈者に係る納税猶予分の贈与税額

に係る納付の義務を承継した相続人（包括受遺者を含む。以下70の７の５－21において同じ。）

が２人以上ある場合には、措置法令第40条の８の４第13項及び措置法規則第23条の12の２第７項

の規定により当該納付の義務を承継したそれぞれの相続人を措置法第70条の７の５第１項の受

贈者とみなして同条（第２項から第４項まで及び第８項を除く。）、措置法令第40条の８の４及

び措置法規則第23条の12の２の規定を適用することに留意する。   

 

  

〔措置法第 70 条の７の６⦅医療法人の持分に係る経済的利益についての贈与税の税額控除⦆関係〕 （新設） 

  

（70 の７の５関係通達の準用） （新設） 

70の７の６－１ 70の７の５－１⦅持分の放棄があった日の意義⦆、70の７の５－２⦅経済的利益の

価額⦆、70の７の５－５⦅修正申告等に係る贈与税額の納税猶予⦆及び70の７の５－９ ⦅贈与者又

は認定医療法人が２以上ある場合の納税猶予分の贈与税額の計算⦆～70の７の５－11⦅申告期限

前に払戻し等が行われた場合⦆については、措置法第70条の７の６第１項に規定する受贈者（以

下70の７の６－４までにおいて「受贈者」という。）が同条の規定の適用を受ける場合について

準用する。 

 

  

（贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） （新設） 

70の７の６－２ 租税特別措置法第70条の７の６第１項に規定する認定医療法人の持分を有する  



- 10 - 

改 正 後 改 正 前 

個人（以下70の７の６－４までにおいて「贈与者」という。）が、経済的利益に係る贈与税の申

告書の提出期限前に、かつ、受贈者による当該申告書の提出前に死亡した場合における同条の規

定の適用については、次に掲げることに留意する。 

⑴ 贈与者が認定医療法人の持分の放棄をした日の属する年に死亡した場合 

 受贈者が贈与者の死亡に係る相続又は遺贈により財産を取得した場合であっても、当該受贈

者が当該贈与者による持分の放棄により受けた経済的利益について同項の規定の適用を受ける

ときには、当該経済的利益については措置法令第 40 条の８の５第３項の規定により相続税法第

19 条第１項の規定の適用がないことから、同法第 21 条の２第４項の規定の適用もないことに

留意する。 

⑵ 贈与者が認定医療法人の持分の放棄をした日の属する年の翌年に死亡した場合 

 受贈者が贈与者の死亡に係る相続又は遺贈により財産を取得した場合であっても、当該受贈

者が当該贈与者による持分の放棄により受けた経済的利益について措置法第 70 条の７の６第

１項の規定の適用を受けるときには、当該経済的利益については措置法令第 40 条の８の５第３

項の規定により相続税法第 19 条第１項の規定の適用がないことから、当該経済的利益の価額は

相続税の課税価格に加算されないことに留意する。 

 （注） 受贈者が、贈与者による持分の放棄により受けた経済的利益について措置法第 70 条の

７の６第１項の規定の適用を受ける場合には、当該贈与者の死亡に係る相続税法第 27 条の

規定による相続税の申告書の提出期限において、当該経済的利益に係る贈与税の申告書の

提出期限が到来していないときであっても、当該経済的利益の価額は当該贈与者の死亡に

係る相続税の課税価格に加算されないことに留意する。 

  

（受贈者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） （新設） 

70の７の６－３ 贈与者が認定医療法人の持分の全部又は一部の放棄をしたことにより経済的利

益を受けた受贈者が、当該認定医療法人の持分の全部又は一部を放棄した後、当該経済的利益を

受けた日の属する年の中途において死亡した場合又は当該経済的利益に係る贈与税の申告書の

提出期限前に当該申告書を提出しないで死亡した場合において、当該受贈者の相続人（包括受遺

者を含む。以下70の７の６－３において同じ。）が当該経済的利益について措置法第70条の７の

６第１項の規定の適用を受ける旨の贈与税の申告書を提出したとき（同項の規定の適用に係る要

件を満たしている場合に限る。）は、当該申告書は、同項の規定の適用のある申告書であること

に留意する。 

 この場合において、受贈者の相続人が２人以上あるときには、当該相続人は相続税法第27条第

５項の規定により贈与税の申告書を共同して提出することができる。 
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 なお、当該相続人が２人以上ある場合には、各相続人はそれぞれ措置法第70条の７の６第１項

の規定の適用を選択することができることに留意する。 

  

（基金拠出型医療法人への移行をする場合の放棄相当贈与税額の計算） （新設） 

70の７の６－４ 認定医療法人が基金拠出型医療法人への移行をする場合において、措置法第70条

の７の６第１項の規定の適用を受ける受贈者が有する当該認定医療法人の持分の一部を財務省

令で定めるところにより放棄し、その残余の部分を当該基金拠出型医療法人の基金として拠出し

たときの同条第２項に規定する放棄相当贈与税額は、措置法令第40条の８の５第１項の規定によ

り計算した金額に、次に掲げる割合（当該割合が１を超える場合には、１とする。）を乗じて計

算することに留意する。 
 

        認定医療法人の持分のうち受贈者が放棄した部分に 

        対応する部分の当該放棄の直前における金額 

                              
Ａ

Ａ Ｂ
 

 

 

 

（注） 上記算式中の符号は次のとおり。  

 Ａは、措置法第70条の７の６第１項の規定の適用に係る贈与者による放棄により受け

た経済的利益の価額 

 Ｂは、措置法第70条の７の６第１項の規定の適用に係る贈与者による放棄の直前にお

いて当該受贈者が有していた当該認定医療法人の持分の価額                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 

  

〔措置法第 70 条の７の７⦅個人の死亡に伴い贈与又は遺贈があったものとみなされる場合の特例⦆

関係〕 

（新設） 

  

（経済的利益に係る相続税法第９条本文の規定の適用） （新設） 

70の７の７－１ 経過措置医療法人（措置法第70条の７の８第２項に規定する経過措置医療法人を

いう。以下70の７の９－２までにおいて同じ。）の持分を有する個人（以下70の７の７－１にお

いて「死亡した個人」という。）の死亡に伴い当該経過措置医療法人の持分を有する他の個人の

当該持分の価額が増加した場合とは、例えば、次に掲げる場合に該当して当該他の個人の持分の

価額が増加した場合をいうことに留意する。 

 ⑴ 死亡した個人が、遺言により当該死亡した個人が有していた経過措置医療法人の持分を放棄

 

受贈者による放棄の直前において当該

受贈者が有していた認定医療法人の 

持分の価額に相当する金額 

×
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した場合 

 ⑵ 経過措置医療法人が出資額限度法人である場合において、死亡した個人が社員資格を喪失し

て退社し、当該死亡した個人の相続人が出資額を限度とする払戻しを受けたとき 

（注） 出資額限度法人とは、平成 16 年８月 13 日付医政発第 0813001 号「いわゆる『出資額限度

法人』について」の「第２『出資額限度法人』の定義」に規定する出資額限度法人をいう。 

  (参考) 

   第２ 「出資額限度法人」の定義 

    本通知において「出資額限度法人」とは、出資持分の定めのある社団医療法人であって、

その定款において、社員の退社時における出資持分払戻請求権や解散時における残余財産分

配請求権の法人の財産に及び範囲について、払込出資額を限度とすることを明らかにするも

のをいうこと。  

  

（放棄の時期） （新設） 

70の７の７－２ 措置法第70条の７の７第１項前段に規定する場合において、同項の経過措置医療

法人が同項の経済的利益に係る贈与税の申告書の提出期限において同条第２項に規定する認定

医療法人（以下70の７の７－２において「認定医療法人」という。）であるときは、同項に規定

する他の個人は当該経済的利益について、措置法第70条の７の５第１項又は第70条の７の６第１

項の規定の適用を受けることができるが、同法第70条の７の６第１項の規定の適用があるのは、

当該経過措置医療法人が同法第70条の７の５第２項第４号に規定する厚生労働大臣認定を受け

た後に、当該他の個人が当該厚生労働大臣認定に係る認定医療法人の持分の放棄をした場合に限

られることに留意する。 

  

 

  

〔措置法第70条の７の８⦅医療法人の持分についての相続税の納税猶予及び免除⦆関係〕 （新設） 

  

（相続人等が相続税の申告期限前に死亡した場合） （新設） 

70の７の８－１ 相続税法第27条第１項の規定による期限内申告書の提出期限前に、経過措置医療

法人の持分を有していた他の個人（以下70の７の９－２までにおいて「被相続人」という。）か

ら相続又は遺贈により当該経過措置医療法人の持分を取得した個人（以下70の７の９－２までに

おいて「相続人等」という。）が死亡した場合には、当該相続人等の相続人（包括受遺者を含む。

以下70の７の８－１において同じ。）が当該持分の価額について措置法第70条の７の８第１項の

規定の適用を受ける旨の相続税の申告書を提出したとき（同項の規定の適用に係る要件を満たし

ている場合に限る。）は、当該申告書は、同項の規定の適用のある申告書であることに留意する。 
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 この場合において、相続人等の相続人が２人以上ある場合には、相続税法第27条第５項の規定

により当該相続人は相続税の申告書を共同して提出することができる。 

 なお、相続人等の相続人が２人以上ある場合には、各相続人はそれぞれ措置法第70条の７の８

第１項の規定の適用を選択することができることに留意する。  

 

  

（相次相続控除の算式） （新設） 

70の７の８－２ 第２次相続に係る被相続人が措置法第70条の７の８第１項の規定の適用を受け

ていた場合又は第２次相続により財産を取得した者のうちに同項の規定の適用を受ける者があ

る場合における相次相続控除額は、相続税法基本通達20－３⦅相次相続控除の算式⦆に準じて算出

することに留意する。 

  

  この場合において、相続税法基本通達20－３中のＡは、当該被相続人が当該納税猶予の適用を

受けていた場合には、同条第11項の規定により免除された相続税額以外の税額に限ることに留意

する。 

 

  

（修正申告等に係る相続税額の納税猶予） （新設） 

70の７の８－３ 措置法第70条の７の８第１項の規定の適用を受ける旨の相続税の申告において

経過措置医療法人（同項に規定する相続税の申告書の提出期限において認定医療法人（同項に規

定する認定医療法人をいう。以下70の７の８－12までにおいて同じ。）に限る。）の持分の評価又

は税額計算の誤りがあり、その誤りのみに基づいて修正申告又は更正があった場合における当該

修正申告又は更正により納付すべき相続税額（附帯税を除く。）については、70の７の５－５⦅修

正申告等に係る贈与税額の納税猶予⦆を準用する。 

 

  

（担保の提供等） （新設） 

70の７の８－４ 措置法第70条の７の８第１項の規定による担保の提供については、国税通則法第

50条から第54条までの規定の適用があることに留意する。 

 

  

（相続税の額に相当する担保） （新設） 

70の７の８－５ 措置法第70条の７の８第１項に規定する「当該納税猶予分の相続税額に相当する

担保」とは、納税猶予に係る相続税の本税の額と当該本税に係る納税猶予期間中の利子税の額と

の合計額に相当する担保をいうことに留意する。 

 

  なお、この場合の当該本税に係る猶予期間中の利子税の額は、同項の規定の適用に係る相続税

の申告書の提出期限における認定移行計画に記載された移行期限から２月を経過する日までを納

税猶予期間として計算した額によるものとして取り扱うことに留意する。 
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（認定医療法人が２以上ある場合の納税猶予分の相続税額の計算） （新設） 

70の７の８－６ 措置法第70条の７の８第１項の規定の適用に係る持分に係る認定医療法人が２

以上ある場合における同条第２項に規定する納税猶予分の相続税額（以下70の７の９－２までに

おいて「納税猶予分の相続税額」という。）の計算は、次の順序により行うことに留意する。 

 

  この場合において、同項に規定する相続人等が２人以上あるときにおける当該計算は、それぞ

れの相続人等ごとに行うことに留意する。 

 

１ 当該認定医療法人の持分に係る相続人等が被相続人から措置法第70条の７の８第１項の規

定の適用に係る相続又は遺贈により取得をした全ての認定医療法人の持分の価額の合計額（措

置法令第40条の８の７第７項に規定する控除未済債務額を控除した残額）を当該相続人等に係

る相続税の課税価格とみなして、措置法第70条の７の８第２項の規定により計算する（措置法

令第40条の８の７第６項の規定による100円未満の端数処理は行わない。）。 

 

２ 措置法令第40条の８の７第８項の規定により、当該持分に係る認定医療法人の異なるものご

との納税猶予分の相続税額を計算する（同項の規定による100円未満の端数処理を行う。）。 

 

３ 上記２により算出されたそれぞれの納税猶予分の相続税額の合計額が、当該相続人等に係る

納税猶予分の相続税額となる。 

 

  

（申告期限前に払戻し等が行われた場合） （新設） 

70の７の８－７ 措置法第70条の７の８第１項の規定の適用を受けようとする相続人等が同項の

規定の適用を受けようとする経過措置医療法人の持分に係る相続の開始の時から当該相続に係

る相続税法第27条の規定による相続税の申告書の提出期限までの間に、当該経過措置医療法人の

持分に基づき出資額に応じた払戻しを受けた場合又は当該持分の全部若しくは一部の譲渡をし

た場合には、同項の規定の適用を受けることができないことに留意する。 

なお、当該譲渡は、有償又は無償であることを問わないことに留意する。 

 

  

（基金拠出型医療法人への移行をする場合の確定税額の計算） （新設） 

70の７の８－８ 措置法第70条の７の８第１項の規定の適用に係る認定医療法人がその認定移行

計画に記載された移行期限までに基金拠出型医療法人への移行をする場合において、同項の規定

の適用を受ける相続人等が有する当該認定医療法人の持分の一部を財務省令で定めるところに

より放棄し、その残余の部分を当該基金拠出型医療法人の基金として拠出したときに、措置法第

70条の７の８第６項の規定により納税猶予の期限が確定する相続税額は、納税猶予分の相続税額

に、次に掲げる割合を乗じて計算することに留意する。 
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なお、これにより算出された金額に100円未満の端数があるとき又はその全額が100円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨て、その切り捨てた金額は、免除されることに留

意する。 

 

 

 

 

 

（注）１ 上記の「自己所有持分相当額」とは、相続人等が認定医療法人の持分の一部を基金と

して拠出した直前において有していた当該認定医療法人の持分の価額に１から納税猶

予割合を控除した割合を乗じて計算した価額をいう。 

   ２ 上記の「納税猶予割合」とは、被相続人から相続又は遺贈により取得した措置法第70

条の７の８第１項の規定の適用に係る認定医療法人の持分の価額が、当該持分の価額と

当該相続又は遺贈の直前において相続人等が有していた当該認定医療法人の持分の価

額との合計額に占める割合をいう。 

     これを算式に示せば次のとおりである。 
   

 

 

 

 

 

（担保提供する認定医療法人の持分の全ての意義） （新設） 

70の７の８－９ 措置法第70条の７の８第７項に規定する「同項の規定の適用に係る認定医療法人

の持分の全て」とは、認定医療法人の持分は不可分であり、当該持分の一部を担保提供すること

ができないため、相続人等が現に有する当該認定医療法人の持分の全て（既に当該相続人等が同

項又は同法第70条の７の５第７項本文の規定の適用に係る担保として提供している場合におけ

る当該持分を含む。）となることに留意する。 

 

  

（担保財産の変更等が行われた場合のみなす充足） （新設） 

70の７の８－10 措置法第70条の７の８第７項において準用する同法第70条の７の５第７項本文

の規定は、同法第70条の７の８第１項の規定の適用を受けようとする場合に相続人等が有する認

定医療法人の持分の全てを担保として提供したときに適用されるものであることから、同条第１

項の規定の適用を受けるに当たり認定医療法人の持分以外の財産を担保として提供したこと等

により措置法第70条の７の８第７項において準用する同法第70条の７の５第７項本文の規定が

 

基金として拠出した金額 － 自己所有持分相当額 

基金拠出の直前の相続人等の持分の価額 × 納税猶予割合 

相続又は遺贈により取得した認定医療法人の持分の価額 

相続又は遺贈により取得した

認定医療法人の持分の価額 
＋ 

相続又は遺贈の直前において相続人

等が有していた認定医療法人の持分

の価額 
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適用されなかった場合又は措置法第70条の７の８第７項において準用する同法第70条の７の５

第７項本文の規定が適用されたものの担保の全部若しくは一部につき変更があったため措置法

第70条の７の８第７項において準用する同法第70条の７の５第７項ただし書に該当した場合に

は、その後に担保財産の変更を行った結果、認定医療法人の持分の全てを担保提供している状況

が生じても、その時点から措置法第70条の７の８第７項において準用する同法第70条の７の５第

７項本文の規定が適用されるものではないことに留意する。 

  

（増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ） （新設） 

70の７の８－11 措置法第70条の７の８第９項の規定により、増担保命令等に応じないため納税猶

予の期限を繰り上げる場合には、担保不足に対応する納税猶予に係る税額だけでなく、納税猶予

分の相続税額の全額について納税猶予の期限を繰り上げることに留意する。 

 

  

（２以上の認定医療法人がある場合の担保の取扱い） （新設） 

70の７の８－12 措置法第70条の７の８第１項の規定による認定医療法人が２以上ある場合、同条

第１項に係る担保の提供手続、同条第７項において準用する同法第70条の７の５第７項に係るみ

なす充足の取扱い、同法第70条の７の８第９項において準用する同法第70条の７の５第９項に係

る納税猶予の期限の繰上げ及び同法第70条の７の８第13項において準用する同法第70条の７の５

第13項に係る納税猶予税額の承継の取扱いに当たっては、認定医療法人の異なるものごとの納税

猶予分の相続税額にそれぞれの規定を適用することに留意する。 

 

  

（納付義務を承継した者に対する措置法第70条の７の８第１項の規定の適用） （新設） 

70の７の８－13 措置法第70条の７の８第13項の規定により、相続人等に係る納税猶予分の相続税

額に係る納付の義務を承継した相続人（包括受遺者を含む。以下70の７の８－13において同じ。）

が２人以上ある場合には、措置法令第40条の８の７第16項及び措置法規則第23条の12の４第６項

の規定により当該納付の義務を承継したそれぞれの相続人を措置法第70条の７の８第１項の相

続人等とみなして同条（第３項、第４項及び第８項を除く。）、措置法令第40条の８の７及び措置

法規則第23条の12の４の規定を適用することに留意する。   

 

  

（70の７の５関係通達の準用） （新設） 

70の７の８－14 70の７の５－12⦅払戻しを受けた日の意義⦆～70の７の５－16⦅合併により消滅し

た日の意義⦆については、相続人等が、措置法第70条の７の８の規定の適用を受ける場合につい

て準用する。 
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〔措置法第 70 条の７の９⦅医療法人の持分についての相続税の税額控除⦆関係〕 （新設） 

  

（70 の７の８関係通達の準用） （新設） 

70 の７の９－１ 70 の７の８－１⦅相続人等が相続税の申告期限前に死亡した場合⦆～70 の７の８

－３⦅修正申告等に係る相続税額の納税猶予⦆、70 の７の８－６⦅認定医療法人が２以上ある場合

の納税猶予分の相続税額の計算⦆及び70の７の８－７⦅申告期限前に払戻し等が行われた場合⦆に

ついては、相続人等が、措置法第 70 条の７の９の規定の適用を受ける場合について準用する。 

 

  

（基金拠出型医療法人への移行をする場合の放棄相当相続税額の計算） 

70 の７の９－２ 措置法第 70 条の７の９第１項の規定の適用に係る認定医療法人（以下 70 の７の

９－２において「認定医療法人」という。）が、基金拠出型医療法人への移行をする場合におい

て、同項の規定の適用を受ける相続人等が有する当該認定医療法人の持分の一部を財務省令で定

めるところにより放棄し、その残余の部分を当該基金拠出型医療法人の基金として拠出したとき

の同条第２項に規定する放棄相当相続税額は、措置法令第 40 条の８の８第１項の規定により計

算した金額に、次に定める割合（当該割合が１を超える場合には１とする。）を乗じて計算する

ことに留意する。 

 

 

     

                           
Ａ

Ａ Ｂ
 

（新設） 

 

（注） 上記算式中の符号は次のとおり。 

Ａは、措置法第70条の７の９第１項の規定の適用に係る被相続人からの相続又は遺贈に

より取得した持分の価額 

Ｂは、措置法第70条の７の９第１項の規定の適用に係る被相続人からの相続又は遺贈の

直前において当該相続人等が有していた当該認定医療法人の持分の価額                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

                                                                       

 

 

 

 

 

 

認定医療法人の持分のうち相続人等が放棄した部分に

対応する部分の当該放棄の直前における金額 

相続人等による放棄の直前において当該 

相続人等が有していた認定医療法人の 

持分の価額に相当する金額  


